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第１ 基準に準拠している旨 

  本審査は、木津川市監査基準に準拠して執行した。 

 

第２ 審 査 の 対 象 

  令和５年度 木津川市公共下水道事業会計決算 

 

第３ 審 査 の 期 間 

  令和６年７月１６日から令和６年８月２日まで 

 

第４ 審 査 の 方 法 

  公共下水道事業会計の決算審査にあたっては、市長から送付を受けた決算報告書、キ

ャッシュ・フロー計算書、損益計算書、剰余金計算書、貸借対照表及びその他決算附属

書類が地方公営企業法第３０条及び同法施行令第２３条の規定に準拠して調製されてい

るか、また、その計数の正確性、事務処理の適否、予算の執行状況等について検証する

ため、関係諸帳簿との照合を行い、併せて関係職員から説明聴取を行い審査を実施した。 

 

第５ 審 査 の 結 果 

  審査に付された公共下水道事業会計の決算報告書その他関係書類は、いずれも地方公

営企業法及びその他の関係法令に基づいて調製されており、審査した範囲において、そ

の計数は関係帳簿等と照合した結果、適正に表示、処理されていると認められた。 

  なお、業務の概要及び損益の概要については、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) １ 文中及び表中に用いる比率は、小数点以下第２位を四捨五入した。そのため構成比率について、総計と内訳の

計とが一致しない場合がある。また、該当数値がないものは、「－」で表示した。 

２ 文中に用いている「ポイント」とは、パーセンテージ間の差引数値である。 
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第６ 審 査 の 概 要 

１ 業務実績 

(１)業務の状況 

   令和５年度の業務の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

行政区域内人口 79,528 人 80,026 人 △ 498 人

全体計画区域内人口 78,356 人 78,838 人 △ 482 人

全体計画区域面積 1,959.2 ha 1,959.2 ha 0.0 ha

処理区域内人口 74,682 人 75,125 人 △ 443 人

処理区域内面積 1,551.2 ha 1,550.8 ha 0.4 ha

普 及 率 93.9 ％ 93.9 ％ 0.0 Ｐ

処理区域内戸数 30,941 戸 30,892 戸 49 戸

年度末水洗化戸数 29,220 戸 29,079 戸 141 戸

水 洗 化 人 口 70,711 人 71,036 人 △ 325 人

水 洗 化 率 94.7 ％ 94.6 ％ 0.1 Ｐ

管 渠 延 長 397 ㎞ 397 ㎞ 0 ㎞

年間総処理水量 7,028,554 m3 7,054,185 m3 △ 25,631 m3

年 間 有 収 水 量 7,012,658 m3 7,035,233 m3 △ 22,575 m3

年 間 有 収 量 率 99.8 ％ 99.7 ％ 0.1 Ｐ

年 度 末 職 員 数 11 人 12 人 △ 1 人

区　　　分
令和５年度 令和４年度 比較増減 対前年度比

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ） （Ｃ）／（Ｂ）

△ 0.6%

△ 0.6%

0.0%

△ 0.6%

0.0%

―

―

△ 8.3%

0.2%

0.5%

―

0.0%

△ 0.4%

△ 0.3%

△ 0.5%

 
(注)年度末職員数は、再任用職員及び会計年度任用職員を含む。 

   令和５年度末の処理区域内面積は１,５５１.２ha、処理区域内人口は７万４,６８２

人で、行政区域内人口７万９,５２８人に対する普及率は９３.９％で、前年度と変わ

りなかった。 

   年度末水洗化人口は７万７１１人となり、前年度と比べ、３２５人減少しているが、

水洗化率は９４.７％で、前年度と比べ、０.１ポイント上昇している。 

   年間総処理水量は７０２万８,５５４㎥で、前年度と比べ、２万５,６３１㎥減少し

ている。 

   水洗化人口の主な減少要因は、行政区域内での人口減少によるものである。 

年間総処理水量及び年間有収水量の主な減少要因は、木津川市の人口が減少に転じ

たため、全体的な使用水量が減少したことによるものである。 

下水道使用料の算定対象となる年間有収水量は、７０１万２,６５８㎥で、前年度と

比べ、２万２,５７５㎥減少している。また、年間有収量率は９９.８％となり、前年

度と比べ、０.１ポイント良化している。 
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(２)使用料単価及び処理原価 

   有収水量１㎥当たりの使用料単価と処理原価は、以下のとおりである。 

(単位：円、％) 

区   分 
使用料単価 

(Ａ) 

処 理 原 価 

(Ｂ) 

利   益 

(Ａ)－(Ｂ) 

利益率 

(Ａ)／(Ｂ)×100 

処 理 原 価 

(公費負担後) 

令和５年度 １４９.５１ １７６.６０ △２７.０９ ８４.７ １５０.００ 

令和４年度 １２８.０４ １６５.１０ △３７.０６ ７７.６ １５０.００ 
  (注)使用料単価＝下水道使用料(税抜)÷年間有収水量 

    処 理 原 価(B)＝汚水処理費[維持管理費＋資本費(減価償却費＋企業債利息)]÷年間有収水量 

    処 理 原 価(公費負担後)＝汚水処理費[維持管理費＋資本費(減価償却費＋企業債利息)－繰入金]÷年間有収水量 

   有収水量１㎥当たりの使用料単価は１４９円５１銭で、これに対する処理原価は１

７６円６０銭となっている。この結果、２７円９銭の差損となっているが、利益率は

８４.７％となり、前年度と比べ、７.１ポイント改善している。 

なお、一般会計からの繰入後（基準内）の処理原価は１５０円である。これは、使

用料単価が１５０円未満の場合、国が示す『下水道使用料の水準（目安）』では「処

理原価が１５０円を超える場合は、使用料単価を１５０円まで引き上げる」とあり、

処理原価１５０円分までは私費（使用料）負担が原則とされるが、使用料の適正化の

目安となる１５０円を超える部分については、繰入金（基準内）で対応しているため

である。 
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２ 予算の執行状況 

(１)収益的収入及び支出状況 
   令和５年度の収益的収入及び支出に係る予算執行状況は、次のとおりである。 

①  収益的収入(事業収益)(税込)                    (単位：円) 

予　算　額 決　算　額 予算額に対する増減 収入率

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ）

営業収益 1,175,978,000 1,175,070,905 △ 907,095 99.9%

下水道使用料 1,153,223,000 1,153,252,416 29,416 100.0%

他会計負担金 21,739,000 20,867,000 △ 872,000 96.0%

その他営業収益 1,016,000 951,489 △ 64,511 93.7%

営業外収益 1,233,003,000 1,229,966,276 △ 3,036,724 99.8%

他会計負担金 284,373,000 236,586,000 △ 47,787,000 83.2%

他会計補助金 85,108,000 129,850,000 44,742,000 152.6%

長期前受金戻入 863,099,000 863,100,284 1,284 100.0%

雑収益 423,000 429,992 6,992 101.7%

特別利益 1,000 0 △ 1,000 0.0%

その他特別利益 1,000 0 △ 1,000 0.0%

収 入 合 計 2,408,982,000 2,405,037,181 △ 3,944,819 99.8%

前 年 度 収 入 合 計 2,322,114,000 2,332,927,132 10,813,132 100.5%

区　　　分

 
(注)決算額は、仮受消費税及び地方消費税 1 億 480 万 7,588 円を含む。 

 

②  収益的支出(事業費用)(税込)                   (単位：円) 

予　算　額 決　算　額 執行率 翌年度

（Ａ） （Ｂ） (B)/(A) 繰越額

営業費用 2,271,842,000 2,260,181,224 99.5% 0 11,660,776

管渠費 23,543,000 20,535,347 87.2% 0 3,007,653

処理場費 125,427,000 119,697,258 95.4% 0 5,729,742

雨水幹線維持管理費 2,558,000 1,855,440 72.5% 0 702,560

普及指導費 500,000 260,000 52.0% 0 240,000

業務費 61,902,000 61,658,090 99.6% 0 243,910

総係費 58,132,000 56,454,597 97.1% 0 1,677,403

流域下水道維持管理費 622,997,000 622,939,219 100.0% 0 57,781

減価償却費 1,353,637,000 1,353,635,318 100.0% 0 1,682

資産減耗費 23,146,000 23,145,955 100.0% 0 45

営業外費用 133,790,000 115,828,241 86.6% 0 17,961,759

支払利息及び企業債利息 113,789,000 113,594,841 99.8% 0 194,159

消費税及び地方消費税 20,000,000 2,233,400 11.2% 0 17,766,600

その他営業外費用 1,000 0 0.0% 0 1,000

特別損失 350,000 144,290 41.2% 0 205,710

過年度損益修正損 350,000 144,290 41.2% 0 205,710

予備費 3,000,000 0 0.0% 0 3,000,000

予備費 3,000,000 0 0.0% 0 3,000,000

支 出 合 計 2,408,982,000 2,376,153,755 98.6% 0 32,828,245

前 年 度 支 出 合 計 2,322,114,000 2,313,164,599 99.6% 0 8,949,401

区　　　分 不　用　額

 
(注)決算額は､仮払消費税及び地方消費税 7,508 万 2,488 円を含む｡ 

なお､このうち確定消費税額は 223 万 3,400 円である｡ 
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   税込収益的収入の予算額２４億８９８万２,０００円に対し、決算額は２４億５０３

万７,１８１円で、収入率は９９.８％となっている。 

   収入の主なものは、営業収益では下水道使用料１１億５,３２５万２,４１６円で、

営業外収益では、長期前受金戻入８億６,３１０万２８４円となっている。 

   一方、税込収益的支出の予算額２４億８９８万２,０００円に対して、決算額は２３

億７,６１５万３,７５５円で９８.６％の執行率となっている。 

   また、不用額は３,２８２万８,２４５円で、予算額に対する割合は１.４％となって

おり、翌年度繰越額は発生していない。 

   支出の主なものは、営業費用では、加茂浄化センターの維持管理費１億１,９６９万

７,２５８円、各流域下水道施設の維持管理に係る負担金６億２,２９３万９,２１９円

となっており、営業外費用では、企業債に係る利息１億１,３５９万４,８４１円など

である。 

 

(２)資本的収入及び支出状況 

   令和５年度の資本的収入及び支出に係る予算執行状況は、次のとおりである。 
 

① 資本的収入(税込)                        (単位：円) 

予　算　額 決　算　額 予算額に対する増減 収入率

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ）

企 業 債 551,000,000 380,200,000 △ 170,800,000 69.0%

他 会 計 出 資 金 47,440,000 47,440,000 0 100.0%

他 会 計 補 助 金 96,083,000 100,000,000 3,917,000 104.1%

工 事 負 担 金 0 0 0 －

国 庫 補 助 金 451,400,000 296,525,000 △ 154,875,000 65.7%

その他資本的収入 0 0 0 －

基 金 繰 入 金 0 0 0 －

収 入 合 計 1,145,923,000 824,165,000 △ 321,758,000 71.9%

前 年 度 収 入 合 計 885,786,000 671,174,400 △ 214,611,600 75.8%

区　　　分

 
(注)資本的収入における仮受消費税及び地方消費税は 0 円である。 

 ② 資本的支出(税込)                        (単位：円) 

予　算　額 決　算　額 執行率 翌年度

（Ａ） （Ｂ） (B)/(A) 繰越額

建 設 改 良 費 1,063,798,000 667,394,397 62.7% 310,600,000 85,803,603

企 業 債 償 還 金 596,351,000 596,350,379 100.0% 0 621

積 立 金 0 0 - 0 0

支 出 合 計 1,660,149,000 1,263,744,776 76.1% 310,600,000 85,804,224

前年度支出合計 1,395,997,000 1,129,737,841 80.9% 264,400,000 1,859,159

区　　　分 不　用　額

 
(注)決算額は、仮払消費税及び地方消費税 5,726 万 8,419 円を含む。 
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   税込資本的収入は、予算額１１億４,５９２万３,０００円に対し、決算額は８億２,

４１６万５,０００円で、収入率は７１.９％となっている。 

   一方、税込資本的支出は、予算額１６億６,０１４万９,０００円に対して、決算額

は１２億６,３７４万４,７７６円、執行率は７６.１％となっている。 

   また、不用額は８,５８０万４,２２４円で、予算額に対する割合は５.２％となって

おり、翌年度繰越額は３億１,０６０万円となっている。 

   収入の主なものは、企業債３億８,０２０万円、一般会計からの補助金１億円、国庫

補助金２億９,６５２万５,０００円などである。 

   支出は、建設改良費６億６,７３９万４,３９７円で、この主な内訳は木津地区の第

１、第７処理分区に係る面整備工事９,７７４万４,９００円及び舗装本復旧工事６４

７万９,０００円、加茂地区の加茂浄化センター再構築基本設計４,０００万円及び建

設工事２億３,８９６万円、山城地区の処理分区に係る舗装本復旧工事１,１９７万５,

７００円などである。 

   また、京都府等の下水道建設事業に係る負担金は、木津川上流流域下水道建設事業

負担金７,７７７万４,１７０円、木津川流域下水道建設事業負担金６３７万１,１２１

円などであり、また、企業債償還金は、地方公共団体金融機構等への元金償還金で、

令和５年度末の企業債未償還残高は、７１億１,３４４万９,３９７円となっている。 

   この結果、資本的収入のうち、前年度財源充当額１,８００万円を除いた資本的収支

の差引不足額４億５,７５７万９,７７６円が生じたが、当年度分消費税及び地方消費

税資本的収支調整額２,７４９万３,７９８円、過年度分損益勘定留保資金１億４,９７

４万９,６１６円及び当年度分損益勘定留保資金２億７,５６３万６,３６２円で補填さ

れている。なお、不足する額４７０万円（未払い相当分）については、令和５年度同

意済企業債の未発行分４７０万円をもって翌年度に措置するものとしている。 

 

３ 経営成績 

(１)収益的収支の状況 

   令和５年度の消費税及び地方消費税抜きの経営成績は、次のとおりで、総収益２３

億４０万７９８円に対し、総費用は２２億９,９０１万１,１７０円で、差引き１３８

万９,６２８円の純利益となっている。 

① 収益的収支の推移(税抜)                   (単位：円、％) 

区 分 

総  収  益 

(下水道事業収益) 

総  費  用 

(下水道事業費用) 
純  利  益 

( △ は 純 損 失 ) 

金 額 (Ａ) 
す う 勢 
比 率 金 額 (Ｂ) 

す う 勢 
比 率 (Ａ)－(Ｂ) 総 収 支

比 率 

５ 2,300,400,798 103.2 2,299,011,170 103.2 1,389,628 100.0 

４ 2,242,845,527 100.6 2,242,545,078 100.6 300,449 100.0 

３ 2,228,717,738 100.0 2,228,502,896 100.0 214,842 100.0 

 (注)すう勢比率は、令和３年度を基準年度(１００)とする。 
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② 事業収支前年度比較(税抜)                    (単位：円) 

令和５年度 令和４年度 増減額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

下水道事業収益(a) 2,300,400,798 2,242,845,527 57,555,271 2.6%

営業収益 1,070,263,386 921,339,772 148,923,614 16.2%

営業外収益 1,230,137,412 1,321,505,755 △ 91,368,343 △6.9%

特別利益 0 0 0 －

下水道事業費用(b) 2,299,011,170 2,242,545,078 56,466,092 2.5%

営業費用 2,185,111,851 2,118,202,144 66,909,707 3.2%

営業外費用 113,768,144 124,071,114 △ 10,302,970 △8.3%

特別損失 131,175 271,820 △ 140,645 △51.7%

差 引 額 (a)-(b) 1,389,628 300,449 1,089,179 －

区　　　分 増減率

 

   令和５年度の総収益２３億４０万７９８円の内訳は、営業収益が１０億７,０２６ 

万３,３８６円で、前年度の９億２,１３３万９,７７２円と比べ、１億４,８９２万３,

６１４円(１６.２％)の増収となっている。 

   増収の主な要因は、下水道使用料の引き上げ（令和５年２月分から）による増加で

ある。営業外収益は１２億３,０１３万７,４１２円で、前年度の１３億２,１５０万５,

７５５円と比べ、９,１３６万８,３４３円(６.９％)の減収となっている。 

   減収の主な要因は、補填財源としての他会計補助金の減によるものである。 

   一方、総費用２２億９,９０１万１,１７０円の内訳は、営業費用が２１億８,５１１

万１,８５１円で、前年度の２１億１,８２０万２,１４４円と比べ、６,６９０万９，

７０７円(３.２％)の支出増となっている。 

   支出増の主な要因は、流域下水道維持管理負担金が増加したことによるものである。 

   営業外費用は１億１,３７６万８,１１４円で、前年度の１億２,４０７万１,１１４

円と比べ、１,０３０万２,９７０円(８.３％)の支出減となっている。 

   支出減の主な要因は、企業債利息が減少したことによるものである。 

   また、特別損失は１３万１,１７５円で、前年度の２７万１,８２０円と比べ、１４

万６４５円(５１.７％)減少している。 

   減少の主な要因は、過年度使用料の還付金である過年度損益修正損が減少したこと

によるものである。 

(各区分の内訳は「決算審査資料 第２表 損益計算書構成及びすう勢比率表(税抜)」参照) 
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４ 財政状態 

(１)資産及び負債・資本の状況 

   令和５年度の財政状態と前年度との比較は、次のとおりである。 

① 資産の部(貸借対照表・固定資産明細書による)           (単位：円) 

令和５年度 令和４年度 増減額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

有形固定資産(a) 30,664,292,866 31,208,896,723 △ 544,603,857 △1.7%

土 地 653,651,716 653,651,716 0 0.0%

建 物 167,186,259 85,532,942 81,653,317 95.5%

構 築 物 28,981,944,076 29,808,556,388 △ 826,612,312 △2.8%

機 械 及 び 装 置 686,348,597 596,893,302 89,455,295 15.0%

工具、器具及び備品 273,736 602,037 △ 328,301 △54.5%

建 設 仮 勘 定 174,888,482 63,660,338 111,228,144 174.7%

無形固定資産(b) 4,058,927,033 4,277,155,126 △ 218,228,093 △5.1%

施 設 利 用 権 4,058,927,033 4,277,155,126 △ 218,228,093 △5.1%

投資その他の資産(c) 30,502,958 30,502,958 0 0.0%

基 金 30,502,958 30,502,958 0 0.0%

流 動 資 産(d) 895,210,762 531,317,219 363,893,543 68.5%

現 金 預 金 561,898,011 276,314,724 285,583,287 103.4%

未 収 金 281,074,890 257,809,272 23,265,618 9.0%

貸倒引当金（△） △ 3,322,139 △ 2,806,777 △ 515,362 18.4%

前 払 金 55,560,000 0 55,560,000 皆増

資 産 合 計

(a)+(b)+(c)+(d)

区　　　分 増減率

35,648,933,619 36,047,872,026 △ 398,938,407 △1.1%

 

   資産合計３５６億４,８９３万３,６１９円で、前年度と比べ、３億９,８９３万８,

４０７円(１.１％)減少している。 

   この内訳は、有形固定資産では、構築物が８億２,６６１万２,３１２円(２.８％)、

工具、器具及び備品が３２万８,３０１円(５４.５％)減少しており、建物が８,１６５

万３,３１７円(９５.５％)、機械及び装置が８,９４５万５,２９５円(１５.０％)、建

設仮勘定が１億１,１２２万８,１４４円(１７４.７％)増加している。 

   有形固定資産が減少した主な要因は、令和５年度に取得した資産の取得価格よりも

各資産の減価償却費が上回ったことによるものである。 

   無形固定資産では、施設利用権が２億１,８２２万８,０９３円(５.１％)減少してい

る。 

   また、流動資産では、現金預金が２億８,５５８万３,２８７円(１０３.４％)、未収

金が２,３２６万５,６１８円(９.０％)それぞれ増加している。 
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② 負債・資本の部(貸借対照表による)                (単位：円) 

令和５年度 令和４年度 増減額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

固定負債(a) 6,540,022,649 6,733,249,398 △ 193,226,749 △2.9%

企 業 債 6,540,022,649 6,733,249,398 △ 193,226,749 △2.9%

流動負債(b) 1,203,266,788 965,281,514 237,985,274 24.7%

企 業 債 573,426,748 596,350,378 △ 22,923,630 △3.8%

未 払 金 622,668,360 360,780,580 261,887,780 72.6%

引 当 金 6,671,680 7,650,556 △ 978,876 △12.8%

そ の 他 流 動 負 債 500,000 500,000 0 0.0%

繰延収益(c) 21,234,791,128 21,727,317,688 △ 492,526,560 △2.3%

長 期 前 受 金 26,994,204,530 26,624,484,751 369,719,779 1.4%

長期前受金収益化累計額 △ 5,759,413,402 △ 4,897,167,063 △ 862,246,339 17.6%

資本金(d) 6,189,534,753 6,142,094,753 47,440,000 0.8%

自 己 資 本 金 6,189,534,753 6,142,094,753 47,440,000 0.8%

剰余金(e) 481,318,301 479,928,673 1,389,628 0.3%

資 本 剰 余 金 478,904,126 478,904,126 0 0.0%

利 益 剰 余 金 2,414,175 1,024,547 1,389,628 135.6%

欠 損 金 ( △ ) 0 0 0 －

負 債 ・ 資 本 合 計

(a)+(b)+(c)+(d)+(e)

区　　　分 増減率

35,648,933,619 36,047,872,026 △ 398,938,407 △1.1%

  

負債・資本合計３５６億４,８９３万３,６１９円で、前年度と比べ、３億９,８９３

万８,４０７円(１.１％)減少している。 

   この内訳は、流動負債が２億３,７９８万５,２７４円(２４.７％)増加したものの、

固定負債が１億９,３２２万６,７４９円(２.９％)、繰延収益が４億９,２５２万６,

５６０円(２.３％)減少している。 

   流動負債が増加した主な要因は、負担金や委託料等の未払金が増加したことによる

ものである。 

固定負債が減少した要因は、企業債の償還が進み、企業債残高が減少したことによ

るものである。 

また、繰延収益が減少した要因は、長期前受金の収益化が進んだことによるもので

ある。 
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(２)財務分析等 

   財務分析は、財政運営の健全性や安全性を示す指標となるもので、財務比率の主な

もの、及び前年度と類似団体の比較は、次のとおりである。 

(単位：％) 

区 分 ５年度 ４年度 

類 似 

団 体 

平 均 ④ 

算          式 

総 収 支 比 率 100.1 100.0 108.4 
 総 収 益 

×１００ 
 総 費 用 

経 常 収 支 比 率 100.1 100.0 108.2 
 営業収益＋営業外収益 

×１００ 
 営業費用＋営業外費用 

営 業 収 支 比 率 49.0 43.5 － 
 営業収益－受託工事収益 

×１００ 
 営業費用－受託工事費 

自 己 資 本 

構 成 比 率 
78.6 78.6 62.6  

自己資本金＋剰余金＋繰延収益 

×１００ 
負債・資本合計 

固 定 資 産 対 

長 期 資 本 比 率 
100.9 101.2 101.4  

固 定 資 産 

×１００ 資本金＋剰余金＋評価差額＋

固定負債＋繰延収益 

流 動 比 率 74.4 55.0 －  
流 動 資 産 

×１００ 
流 動 負 債 

負 債 比 率 125.1 125.3 －  
固定負債＋流動負債 

×１００ 
自 己 資 本 

   (注)１ 令和５年度及び令和４年度の数値は、負債比率を除き、それぞれの年度の地方公営企 

   業決算状況調査による。 

     ２ 類似団体の数値は、総務省の「令和 4 年度下水道事業経営指標・下水道使用料の概要」による。 

 

   総収支比率は、総費用が総収益によってどの程度賄っているかを示す指標で、この

比率が１００％未満の場合は、健全な経営とは言えないため、１００％以上が望まし

い。 

令和５年度は１００.１％となっている。 

 

   経常収支比率は、収益性を見る際の代表的な指標で、経常費用が経常収益によって

どの程度賄われているかを示すもので、この比率が高いほど経常利益率が高く、１０

０％未満の場合は、経常損失が生じていることになる。 

令和５年度は１００.１％となっている。 
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   営業収支比率は、経常収支比率と同様に収益性を見る際の代表的な指標で、営業費

用が営業収益によってどの程度賄われているかを示すもので、この比率が高いほど営

業利益率が高く、１００％未満の場合は、営業損失が生じていることになる。 

令和５年度は４９.０％で、下水道使用料の引き上げなどにより前年度と比べ、５.

５ポイント改善しているが、前年度と同様に営業損失が生じている。 

 

   自己資本構成比率は、総資本の中に占める自己資本の割合を表す指標で、企業経営

の安定性を示すもので、令和５年度は７８.６％で、前年度と変わりなかった。 

 

   固定資産対長期資本比率は、長期の安定した資本で固定資産をどの程度賄っている

かを表す指標で、この比率が１００％を超えると固定資産に過大な投資が行われたこ

とを示すものである。 

令和５年度は１００.９％で、前年度と比べ、０.３ポイント改善している。 

 

   流動比率は、流動負債に対する流動資産の割合であり、短期債務に対する支払能力

を表す指標で、１００％を下回ると不良債務が発生していることを示すものである。 

令和５年度は７４.４％で、前年度と比べ、１９.４ポイント改善している。 

 

   負債比率は、自己資本に対して負債がどの程度あるかを示す指標で、この比率は、

１００％以下が望ましいとされている。 

令和５年度は１２５.１％で、前年度と比べ０.２ポイント改善している。 
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第７ 総 括 的 意 見 

 令和５年度の木津川市公共下水道事業は、建設改良費に６億６,７３９万４,３９７円が

投じられ、令和５年度末の供用開始面積は１,５５１.２ha で、処理区域内人口は７万４,

６８２人、水洗化率は９４.７％、水洗化戸数は２万９,２２０戸となり、前年度と比べ１

４１戸の増加となっている。 

 また、利益率は、下水道使用料の引き上げなどにより、昨年度よりも７.１ポイント改善

されており、経営の安定化に努められている。 

 

①  業務状況 

  令和５年度における下水道整備は、２件の面整備工事を実施し、下水道管を０.３㎞布

設しており、処理区域内面積は０.４ha の拡大となっている。 

  総人口に対する普及率は９３.９％で、前年度と変わりなく、年間総処理水量は７０２

万８,５５４㎥で、有収水量は７０１万２,６５８㎥、有収量率は０.１ポイント増の９９.

８％となっている。 

  面整備工事の前後には当該地区の各戸に訪問等を行い、接続勧奨に努めていることは

評価できる。今後は、長期間接続されていない建物所有者へ早期接続を促す接続指導体

制を構築し、水洗化率の向上に努められたい。 

 

②  経営状況等 

  令和５年度の経営状況は、総収益が２３億４０万７９８円で、総費用は２２億９,９０

１万１,１７０円となり、これらを差引いた結果、１３８万９,６２８円の税抜純利益と

なっている。下水道使用料の引き上げなどにより収支が改善されているが、他会計補助

金に依存していることからも、引き続き経営改善に努められたい。 

  下水道使用料単価は１４９円５１銭であり、これに対する処理原価は１７６円６０銭

であることから、２７円９銭の差損となっている。前年度の３７円６銭の差損から９円

９７銭改善されているものの、２６円６０銭の基準内繰入を含み２７円９銭に相当する

部分については、繰入金で対応されている。引き続き、処理原価を縮減させるための経

営改善に努めたれたい。 

  また、下水道事業は、構築物をはじめとする固定資産が多額となることから、非現金

支出の減価償却費だけで営業収益を上回り、収益的支出の５８.９％を占めていることや、

収益においても非現金収入である長期前受金戻入が収益的収入の３７.５％を占めている

ことから、留意が必要である。 

 

③  財政状況等 

  税込資本的収支については、収入から前年度充当額１,８００万円を除く８億６１６

万５,０００円に対し、支出は１２億６,３７４万４,７７６円となり、４億５,７５７万
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９,７７６円の支出超過となっているが、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

額２,７４９万３,７９８円、過年度分損益勘定留保資金１億４,９７４万９,６１６円及

び当年度分損益勘定留保資金２億７,５６３万６,３６２円で補填されている。なお、不

足する額４７０万円（未払い相当分）については、令和５年度同意済企業債の未発行分

４７０万円をもって翌年度に措置するものとしている。 

  企業債については、令和５年度の借入金は３億８,０２０万円、元金償還金は５億９,

６３５万３７９円となり、未償還残高は前年度と比べ、２億１,６１５万３７９円減少し、

７１億１,３４４万９,３９７円となっている。 

  また、一般会計からの繰入金は、下水道使用料の引き上げなどにより、前年度と比べ、

１億２,１４４万９,０００円減少し、５億３,４７４万３,０００円となっている。 

  企業債及び一般会計からの繰入金がそれぞれ減少しているものの、多額の企業債借入

や一般会計からの繰入金に依存する経営体質となっていることから、引き続き経営改善

に取り組まれたい。 

 

④  下水道使用料の収納及び滞納対策状況等 

下水道事業の財源である下水道使用料の令和６年３月末現在の現年度分の収納率は、

１２か月分の使用料調定額に対して、納入済の９.５か月分の使用料徴収として７７.５％、

過年度分の収納率は９０.６％となっており、全体の収納率は７９.９％で、前年度の３

月末現在と比べると、１.１ポイント改善している。なお、納入手続の完了していない２.

５か月分の使用料を含む現年分と滞納繰越分を合わせた未収額は、２億８,１０７万１,

３０９円となっている。 

下水道使用料の滞納対策については、通常の催告書に加え、前年度の滞納者に対して

「未納のお知らせ」と納付書を送付するなどの徴収努力は認められる。しかしながら、

滞納状況が改善されているとは言い難い。ついては、納付資力のある悪質な滞納者につ

いては財産調査等を行い、差押え等の滞納処分を適切に実施されたい。また、民間委託

されている滞納支援業務については、適切に指示し、委託効果を高められたい。 

 

⑤  安定した経営に向けて 

  令和５年度末での普及率は９３.９％であり、概ね普及促進は図れているが、今後は、

人口密度の低い地域での整備が多くなるため効率的な整備や、接続率の向上を図り、収

益向上に努められたい。 

  また、下水道施設の老朽化に対応した維持管理・更新が課題となるため、ストックマ

ネジメント計画に基づき、施設の長寿命化や投資の平準化を図り、安定的な事業の継続

に努められたい。 
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  下水道使用料が令和５年２月分から引き上げられたことに伴い、下水道事業会計に対

するは一般会計からの繰入金は減少したものの、一般会計からの繰入金に依存する経営

体質は続いており、継続して事務事業全般の見直しに取り組まれたい。 

なお、今後も定期的に処理原価と下水道使用料単価を検証し、経営改善を反映させた

適正な下水道使用料となるよう努められたい。 

 

む す び 

下水道整備事業が終盤を迎える中、工事の施工・管理を適切に行い、早期整備完了を実

現するとともに、接続促進に向けた取り組みに努められたい。また、老朽化が進む処理施

設の長寿命化対策であるストックマネジメント計画に基づき、更新・改築等の事業を引き

続き効率的に進められたい。 

公共下水道は、生活環境の改善、公共用水域の水質保全及び浸水被害の解消など、市民

生活の根幹を担う都市基盤であり、その経営にあたっては持続的かつ安定的な経営が求め

られる。 

下水道使用料改定により、一般会計からの基準外繰入金が縮減されたが、依然として一

般会計からの繰入金等により収支の均衡を保っている状況である。経営状況を常に公開し、

使用者の理解を得るとともに、経営改善に向けた効率的な事業運営や収入確保・滞納対策

等の取り組みに努められたい。 
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第１表  予算決算対照比率表 

 

１ 収益的収支 

 ① 下水道事業収益                                           (単位：円、％) 

予算額 構成比率 予算額 構成比率 決算額 構成比率 決算額 構成比率 ５年度 ４年度

営業収益 1,175,978,000 48.8 1,011,350,000 43.5 1,175,070,905 48.9 1,011,419,296 43.4 99.9 100.0

下水道使用料 1,153,223,000 47.9 990,835,000 42.7 1,153,252,416 48.0 990,874,796 42.5 100.0 100.0

他会計負担金 21,739,000 0.9 19,376,000 0.8 20,867,000 0.9 19,376,000 0.8 96.0 100.0

その他営業収益 1,016,000 0.0 1,139,000 0.0 951,489 0.0 1,168,500 0.1 93.7 102.6

営業外収益 1,233,003,000 51.2 1,310,763,000 56.4 1,229,966,276 51.1 1,321,507,836 56.6 99.8 100.8

他会計負担金 284,373,000 11.8 319,469,000 13.8 236,586,000 9.8 154,994,000 6.6 83.2 48.5

他会計補助金 85,108,000 3.5 183,936,000 7.9 129,850,000 5.4 279,121,000 12.0 152.6 151.7

　長期前受金戻入 863,099,000 35.8 806,944,000 34.8 863,100,284 35.9 886,940,969 38.0 100.0 109.9

雑収益 423,000 0.0 414,000 0.0 429,992 0.0 451,867 0.0 101.7 109.1

特別利益 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

その他特別利益 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

合　　　計 2,408,982,000 100.0 2,322,114,000 100.0 2,405,037,181 100.0 2,332,927,132 100.0 99.8 100.5

区　　分
令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度

予算額に対する

決算額の割合

 
(注)表中の金額には仮受消費税及び地方消費税を含む。 

構成比率は、各区分で小数点第１位未満を四捨五入したものであり、合計に一致しない場合がある。 
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 ② 下水道事業費用                                           (単位：円、％) 

予算額 構成比率 予算額 構成比率 決算額 構成比率 決算額 構成比率 ５年度 ４年度

営業費用 2,271,842,000 94.3 2,190,038,000 94.3 2,260,181,224 95.1 2,188,292,565 94.6 99.5 99.9

管渠費 23,543,000 1.0 18,075,000 0.8 20,535,347 0.9 17,775,847 0.8 87.2 98.3

処理場費 125,427,000 5.2 108,858,000 4.7 119,697,258 5.0 108,332,126 4.7 95.4 99.5

雨水幹線維持管理費 2,558,000 0.1 0 0.0 1,855,440 0.1 0 0.0 72.5 －

普及指導費 500,000 0.0 200,000 0.0 260,000 0.0 130,000 0.0 52.0 65.0

業務費 61,902,000 2.6 62,721,000 2.7 61,658,090 2.6 62,416,809 2.7 99.6 99.5

総係費 58,132,000 2.4 98,778,000 4.3 56,454,597 2.4 98,254,830 4.2 97.1 99.5

流域下水道維持管理費 622,997,000 25.9 558,845,000 24.1 622,939,219 26.2 558,825,334 24.2 100.0 100.0

減価償却費 1,353,637,000 56.2 1,342,561,000 57.8 1,353,635,318 57.0 1,342,557,619 58.0 100.0 100.0

資産減耗費 23,146,000 1.0 0 0.0 23,145,955 1.0 0 0.0 100.0 －

営業外費用 133,790,000 5.6 128,876,000 5.5 115,828,241 4.9 124,573,032 5.4 86.6 96.7

支払利息及び企業債利息 113,789,000 4.7 123,875,000 5.3 113,594,841 4.8 123,874,332 5.4 99.8 100.0

消費税及び地方消費税 20,000,000 0.8 5,000,000 0.2 2,233,400 0.1 698,700 0.0 11.2 14.0

その他営業外費用 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

特別損失 350,000 0.0 380,000 0.0 144,290 0.0 299,002 0.0 41.2 78.7

過年度損益修正損額 350,000 0.0 380,000 0.0 144,290 0.0 299,002 0.0 41.2 78.7

予備費 3,000,000 0.1 2,820,000 0.1 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

予備費 3,000,000 0.1 2,820,000 0.1 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

合計 2,408,982,000 100.0 2,322,114,000 100.0 2,376,153,755 100.0 2,313,164,599 100.0 98.6 99.6

区　　分
令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度

予算額に対する

決算額の割合

 
(注)表中の金額には仮払消費税及び地方消費税を含む。 

構成比率は、各区分で小数点第１位未満を四捨五入したものであり、合計に一致しない場合がある。 
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２ 資本的収支 
 ① 収  入                                              (単位：円、％) 

予算額 構成比率 予算額 構成比率 決算額 構成比率 決算額 構成比率 ５年度 ４年度

資本的収入 1,145,923,000 100.0 885,786,000 100.0 824,165,000 100.0 671,174,400 100.0 71.9 75.8

企業債 551,000,000 48.1 451,900,000 51.0 380,200,000 46.1 285,400,000 42.5 69.0 63.2

他会計出資金 47,440,000 4.1 63,877,000 7.2 47,440,000 5.8 63,989,000 9.5 100.0 100.2

他会計補助金 96,083,000 8.4 77,132,000 8.7 100,000,000 12.1 146,310,000 21.8 104.1 189.7

国庫補助金 451,400,000 39.4 291,323,000 32.9 296,525,000 36.0 173,923,000 25.9 65.7 59.7

基金繰入金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 － －

その他資本的収入 0 0.0 1,554,000 0.2 0 0.0 1,552,400 0.2 － 99.9

区　　分
令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度

予算額に対する

決算額の割合

 
(注)表中の金額には仮受消費税及び地方消費税を含む。 

構成比率は、各区分で小数点第１位未満を四捨五入したものであり、合計に一致しない場合がある。 

 

 

② 支  出                                              (単位：円、％) 

予算額 構成比率 予算額 構成比率 決算額 構成比率 決算額 構成比率 ５年度 ４年度

資本的支出 1,660,149,000 100.0 1,395,997,000 100.0 1,263,744,776 100.0 1,129,737,841 100.0 76.1 80.9

建設改良費 1,063,798,000 64.1 774,184,000 55.5 667,394,397 52.8 507,927,269 45.0 62.7 65.6

企業債償還金 596,351,000 35.9 621,811,000 44.5 596,350,379 47.2 621,810,172 55.0 100.0 100.0

積立金 0 0.0 2,000 0.0 0 0.0 400 0.0 － 20.0

区　　分
令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度

予算額に対する

決算額の割合

 
(注)表中の金額には仮払消費税及び地方消費税を含む。 

  構成比率は、各区分で小数点第１位未満を四捨五入したものであり、合計に一致しない場合がある。 
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第２表  損益計算書構成及びすう勢比率表(税抜) 
(単位：円、％) 

(注)構成比率は、各区分で小数点第１位未満を四捨五入したものであり、合計に一致しない場合がある。 

すう勢比率は、令和３年度を基準年度(１００)とする。 

 

 

 

 

 

借            方 貸            方 

区     分 
５年度 

決算額 

構 成 比 率 す う 勢 比 率 
区     分 

５年度 

決算額 

構 成 比 率 す う 勢 比 率 

５年度 ４年度 ５年度 ４年度 ５年度 ４年度 ５年度 ４年度 

１ 営業費用 2,185,111,851 95.0 94.5 94.5 101.3 １ 営業収益 1,070,263,386 46.5 41.1 117.8 101.4 

管 渠 費 18,686,379 0.8 0.7 118.8 102.8 下 水 道 使 用 料 1,048,445,258 45.6 40.2 118.3 101.7 

処 理 場 費 108,826,196 4.7 4.4 106.3 96.2 他 会 計 負 担 金 20,867,000 0.9 0.9 107.7 100.0 

雨水幹線維持管理費 1,686,774 0.1 － 皆増 － その他営業収益 951,128 0.0 0.1 30.8 37.8 

普 及 指 導 費 260,000 0.0 0.0 40.6 20.3       

業 務 費 56,351,312 2.5 2.5 102.7 103.8 ２ 営業外収益 1,230,137,412 53.5 58.9 93.2 100.1 

総 係 費 56,211,535 2.4 4.3 74.6 127.1 他 会 計 負 担 金 236,586,000 10.3 6.9 108.8 71.3 

流域下水道維持管理費 566,308,382 24.6 22.7 112.0 100.4 他 会 計 補 助 金 129,850,000 5.6 12.4 43.6 93.7 

減 価 償 却 費 1,353,635,318 58.9 59.9 101.3 100.5 長期前受金等戻入 863,100,284 37.5 39.5 107.3 110.3 

資 産 減 耗 費 23,145,955 1.0 － 皆増 － 雑 収 益 601,128 0.0 0.0 91.9 68.8 

            

２ 営業外費用 113,768,144 4.9 5.5 83.0 90.5 ３ 特別利益 0 0.0 0.0 － － 

支払利息及び企業債利息 113,594,841 4.9 5.5 83.1 90.6 その他特別利益 0 0.0 0.0 － － 

その他営業外費用 173,303 0.0 0.0 41.4 47.0       

            

３ 特別損失 131,175 0.0 0.0 85.4 177.       

過年度損益修正損 131,175 0.0 0.0 85.4 177.0       

            

計 2,299,011,170 100.0 100.0 103.2 100.6 計 2,300,400,798 100.0 100.0 103.2 100.6 

純 利 益 1,389,628 － － － － 純 損 失 0 － － － － 

合     計 2,300,400,798 － － － － 合     計 2,300,400,798 － － － － 
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第３表  貸借対照表構成及びすう勢比率表 
(単位：円、％) 

(注)構成比率は、各区分で小数点第１位未満を四捨五入したものであり、合計に一致しない場合がある。 

すう勢比率は、令和３年度を基準年度(１００)とする。 

借            方 貸            方 

区     分 
５年度 

決算額 

構 成 比 率 す う 勢 比 率 
区     分 

５年度 

決算額 

構 成 比 率 す う 勢 比 率 

５年度 ４年度 ５年度 ４年度 ５年度 ４年度 ５年度 ４年度 

１ 固定資産 34,753,722,857 97.5 98.5 95.5 97.6 １ 固定負債 6,540,022,649 18.3 18.7 92.8 95.6 

有 形 固 定 資 産 30,664,292,866 86.0 86.6 96.2 97.9 建設改良費等財源充当企業債 6,534,305,981 18.3 18.6 93.0 95.7 

無 形 固 定 資 産 4,058,927,033 11.4 11.9 90.7 95.6 その他の企業債 5,716,668 0.0 0.0 30.4 65.2 

投資その他の資産 30,502,958 0.1 0.1 94.8 100.0       

      ２ 流動負債 1,203,266,788 3.4 2.7 112.7 90.4 

２ 流動資産 895,210,762 2.5 1.5 151.3 89.8 建設改良費等財源充当企業債 566,892,116 1.6 1.6 92.1 95.9 

現 金 預 金 561,898,011 1.6 0.8 169.8 83.5 その他の企業債 6,534,632 0.0 0.0 100.0 100.0 

未 収 金 281,074,890 0.8 0.7 106.5 97.7 未 払 金 622,668,360 1.7 1.0 142.4 82.5 

貸 倒 引 当 金 △3,322,139 0.0 0.0 116.1 98.1 引 当 金 6,671,680 0.0 0.0 78.1 89.5 

前 払 金 55,560,000 0.2 － 皆増 － その他流動負債 500,000 0.0 0.0 100.0 100.0 

            

      ３ 繰延収益 21,234,791,128 59.6 60.3 95.5 97.7 

      長 期 前 受 金 26,994,204,530 75.7 73.9 102.8 101.4 

      長期前受金収益化累計額 △5,759,413,402 △16.2 △13.6 143.6 122.1 

            

      ４ 資本金 6,189,534,753 17.4 17.0 100.8 100.0 

      自 己 資 本 金 6,189,534,753 17.4 17.0 100.8 100.0 

            

      ５ 剰余金 481,318,301 1.4 1.3 100.9 100.6 

      資 本 剰 余 金 478,904,126 1.3 1.3 100.5 100.5 

      利 益 剰 余 金 2,414,175 0.0 0.0 333.4 141.5 

      欠 損 金 0 － － － － 

資 産 合 計 35,648,933,619 100.0 100.0 96.4 97.5 負債・資本合計 35,648,933,619 100.0 100.0 96.4 97.5 
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第４表  財務分析表 

区      分 ５年度 ４年度 ３年度 算       式 備              考 

１ 経 常 利 益 
千円 

1,521 

千円 

573 

千円 

368 

 
経 常 利 益 又 は 経 常 損 失   営業利益に営業外収益を加え、営業外費用を指し引いた利益(損失)である。 

 

２ 累 積 欠 損 金 
千円 

0 

千円 

0 

千円 

0 

 
当 年 度 未 処 理 欠 損 金  

 営業活動によって欠損を生じた場合に、繰越利益剰余金、利益積立金、資本剰
余金等により補てんできなかった各事業年度の損失(赤字)が累積されたものをい

う。  

３ 総 収 支 比 率 
％ 

100.1 

％ 

100.0 

％ 

100.0 

 総 収 益 × 
100 

 総費用に対する総収益の割合であり、総体の収益で総体の費用を賄うことがで

きるかどうかを示すもので、比率が１００％未満の事業は収益で費用が賄われて
いないことを意味する。  総 費 用 

４ 経 常 収 支 比 率 
％ 

100.1 

％ 

100.0 

％ 

100.0 

 営 業 収 益 ＋ 営 業 外 収 益 × 
100 

 経常費用が経常収益によってどの程度賄われているかを示すものであり、この
比率が高いほど経常利益率が高いことを表し、比率が１００％未満であることは
経常損失が生じていることを意味する。  営 業 費 用 ＋ 営 業 外 費 用 

５ 営 業 収 支 比 率 
％ 

49.0 

％ 

43.5 

％ 

43.4 

 営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 × 
100 

 営業費用が営業収益によってどの程度賄われているかを示すもので、この比率
が１００％未満である場合は営業損失が生じていることを意味する。  営 業 費 用 － 受 託 工 事 費 

６ 経 常 損 失 比 率 
％ 

0.0 

％ 

0.0 

％ 

0.0 

 経 常 損 失 × 
100  経常損失が営業収益(受託工事収益を除く。)に占める割合を示すものである。 

 営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 

７ 累積欠損金比率 
％ 

0.0 

％ 

0.0 

％ 

0.0 

 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 × 
100 

 事業体の経営状況が健全な状態にあるかどうかを累積欠損金の有無により把握
するもので営業収益に対する累積欠損金の割合を表すものである。  営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 

８ 不 良 債 務 比 率 
％ 

0.0 

％ 

0.0 

％ 

0.0 

 不 良 債 務 × 
100 

 営業収益に対する不良債務の割合であり、不良債務の有無と営業収益との対応
関係から事業体の経営状況を見るものである。  営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 

９ 自己資本構成比率 
％ 

78.3 

％ 

78.6 

％ 

78.1 

 自己資本金＋剰余金＋繰延収益 × 総資本(負債及び資本)に占める自己資本との関係を示すもので、自己資本構成
比率が大きいほど経営の安定性が高いとされている。  負 債 ・ 資 本 合 計 100 

10 
固 定 資 産 
対長期資本比率 

％ 

100.9 

％ 

101.2 

％ 

101.3 

 固 定 資 産 × 固定資産対長期資本比率は、固定資産に対する自己資本と固定負債との関係を
示すもので、１００％以下が望ましいとされている。  資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益 100 

11 流 動 比 率 
％ 

74.4 

％ 

55.0 

％ 

55.4 

 流 動 資 産 × 
100 

 流動負債に対する流動資産の割合を示すもので、短期債務に対する支払能力を
現す。比率は１００％以上であることが必要である。  流 動 負 債 

12 
企 業 債 償 還 元 金 

対減価償却額比率 

％ 

43.6 

％ 

45.8 

％ 

47.9 

 建設改良のための企業債償還金 × 
100 

 投下資本の回収と再投資との間のバランスを見る指標である。一般的に、この

比率が１００％を超えると再投資を行うに当たって企業債等の外部資金に頼らざ
るを得なくなり、投資の健全性は損なわれることになる。  当 年 度 減 価 償 却 費 

13 
企業債元利償還金 

対 料 金 収 入 比 率 
％ 

67.1 

％ 

82.1 

％ 

90.7 

 建設改良のための企業債元利償還金 × 
100 

 企業債元金償還金の料金収入に対する割合を示すものである。地方公営企業の

場合、建設投資の財源が企業債に依存していることから、この比率は高くなる。 
 料 金 収 入 

14 
職 員 給 与 費 
対料金収入比率 

％ 

4.9 

％ 

7.1 

％ 

7.3 

 職 員 給 与 費 × 
100  この比率が高いほど、固定費の割合が高くなり、財政硬直化の原因となる。 

 料 金 収 入 



21 

 

第５表  キャッシュ・フロー計算書 
                                 (単位：円) 
区          分 令和５年度 令和４年度 令和３年度 

１．業務活動によるキャッシュ・フロー 697,669,265 385,365,842 581,110,258 

   当年度純利益(△は純損失) 1,389,628 300,449 214,842 

   減価償却費 1,353,635,318 1,342,557,619 1,336,452,792 

   固定資産除却費 23,145,955 0 0 

   引当金の増減額(△は減少) △978,876 △97,554 △8,560 

   長期前受金戻入額 △863,100,284 △886,940,969 △804,370,269 

   支払利息 113,594,841 123,874,332 136,684,747 

   未収金の増減額(△は増加) △22,750,256 6,019,591 36,476,456 

     前払金の増減額(△は減少) △55,560,000 0 0 

   未払金の増減額(△は減少) 261,887,780 △76,473,294 12,344,997 

小   計 811,264,106 509,240,174 717,795,005 

   利息の支払額 △113,594,841 △123,874,332 △136,684,747 

    

２．投資活動によるキャッシュ・フロー △243,375,599 △103,543,457 △130,157,035 

   有形固定資産の取得による支出 △537,453,603 △370,834,835 △321,955,004 

   無形固定資産の取得による支出 △76,495,720 △95,553,275 △119,293,730 

   国庫補助金等による収入 273,426,827 158,139,742 107,801,621 

   他会計負担による収入 0 61,697,078 68,884,446 

   負担金による収入 0 1,410,910 1,410,910 

   基金の取り崩しによる収入 0 0 1,661,771 

   一般会計からの繰入金による収入 97,146,897 141,596,923 131,332,951 

    

３．財務活動によるキャッシュ・フロー △168,710,379 △336,410,172 △364,335,003 

   建設改良費等財源に充てるための企業債 

による収入 
380,200,000 285,400,000 281,900,000 

   建設改良費等財源に充てるための企業債 

の返済による支出 
△596,350,379 △621,810,172 △646,235,003 

他会計からの出資による収入 47,440,000 0 0 

    

 資金増加額（又は減少額） 285,583,287 △54,587,787 86,618,220 

資金減少額 － － － 

資金期首残高 276,314,724 330,902,511 244,284,291 

資金期末残高 561,898,011 276,314,724 330,902,511 

    

 

 


